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要 の 発  

主 ・ ー ス分 での新 ・ ー スの 発における要 の 発 として、 業の要

・要 工 の内 およ 新 発 合を たものが である。 

 
要 の 発  
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要 の自社 発 合は、75 上 100 未 と した 業が最も多く、全 の 40.8 を める。一

方、要 の新 発 合は 0 25 未 と した 業が最も多く、全 の 53.0 である。すな 、

要 の 発に たっては、 を用いてその大部分を自社内で 発している 業が多いことが分か

る。 

に、要 の 発 とイノ ー ン 果の関 について見て る。 

は、要 の内 化の と 的な

新 性をもつイノ ー ンの 現 との関

を見たものである。 
この によれ 、要 の自社 発 合と

画 的イノ ー ンの 現 の関 は、 U

の関 にあることが分かる。要 を自

社で 発する 合が高くなるにつれて、 的

な新 性をもつイノ ー ンの 現 は高ま

るが、自社 発 合が一定 75 ）を える

とイノ ー ンの 現 は低 する。 

つまり、要 の内 化はイノ ー ン

に 要だが、過 な内 化は にイノ ー

ンを する可能性があることが される。 
 

 

）主 ・ ー スの特  

 上 の結果は、主 ・ ー スの特 や業種の いによって影響を受けると考えられる。そこで最

に、本調査の 業の主 ・ ー スの特 について に見て る。 業の多くは、法 向け

の を主 としており、全 の 37.4 がそれに する。また、法 向けの を主

とする 業が 28.0 、消費者向けの を主 とする 業が 12.5 とそれに続く。これらに えて、

アーキテクチャの や基本 計・ 要 の 化の 、カスタ イ 特性等についても調査して

おり、多くの 業の主 ・ ー スは、 り合 せ でカスタ イ という 的特 を持って

いるという結果が得られている。 

 

 

 お りに 

 本報告では、 間 業の研究 発活動における ネジ ントとして、研究 発の と要 にか

かる 発 を り上 、イノ ー ン 果との関 について考察した。その結果、 の内 と

新 発 のバランスや研究 発の での がイノ ー ンの生 確 に影響を与える可

能性が された。 の研究の方向性としては、イノ ー ン 果の生 確 と研究 発 ネジ ント

のより な関 性や、研究 発 果からの 得等についての 念な分析が められるだろう。 
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ンジ アの新 あるいは新 の の投入経験と チベーション 

 

 
子（文科省・政策研） 

 

 

 
 

 研究開発の成果としての「新 あるいは新サービスの の投入」 いわゆるプロダクト・イノ

ベーションは経済成長を くと考えられている[1]。しかし プロダクト・イノベーションを実現した

業の 合の 国比較では ドイ フランス 国などと比べると日本は いことが示されている[2]。

プロダクト・イノベーションのいっ うの は日本の経済成長を すことに がるかもしれない。し

たがってプロダクト・イノベーションの に係る要因を見 すことが 要となっていると考えられる。 

行研究によりプロダクト・イノベーションを 定しているものとして 「研究開発費の投資 [3]」

「 要の 確実性 [4]」が示されている。本研究ではプロダクト・イノベーションの に関わ

る人（ ンジ ア）に 点をあて の を分析し プロダクト・イノベーションの に影響を与

える要因を した。 

 

 

本研究は 2011 年 10 月 20 日から 10 月 27 日までの 8日 に実施したアン ート調査の結果[5]を

新たに分析したものである。 

アン ート調査は 会 スパイアの する調査 ターの 学 業主 および を い

た 92 5,695 を対 にウ で実施した。調査の第 問 の「あなたは現在 ンジ アですか」

の質問に「 ンジ アである」と した 1,000 に いて 合計 40 問の質問をした。これらから

プロダクト・イノベーションの に関連する調査 を して れらの 結果に いて SPSS を

用いて分析した。 

 

 

1   

 者に「あなたは現在までに ぐらい新 あるいは新サービスの の投入に関わった経

験がありますか」と質問したところ 1に示すように「0 」がもっとも かった。しかし 「5 以

」という も に く示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 数 1 000     図 2 の の 1 000  

 

また 「現在の において あなたは新 あるいは新サービスの の投入に関わった経験が

ありますか」という質問では 「経験がない」が 者の 61.6 （616 ）であった（ 2）。この「経

験がない」の 者は ではプロダクト・イノベーションに関わった経験がある人を でいるこ

とから 以 の な分析を実施した。 
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2  の  

 学 が い ど 現 の 年数が長い ど している 業 が大きい ど までのプロ

ダクト・イノベーションの経験 数が い ど 「現 でプロダクト・イノベーションの経験」を す

る傾向が示された（表 1および表 2）。さらに技術者の 業 とは 関が見られ 年 性別とは

関が見られなかった。また までの経験 数と現 の 年数は 関が見られなかった。 

  

表 1 数の  
数 数

の の （1  2    5
   8  9  10

 11  12  1 学  1
 15  1 ）

9 00 1000 5 0

年 年 （1 10  2 20  0  0  5 50  0  0 ） 2 00 1000 0 9
別 別（1  2 ） 1 0 1 00 1 1000 0 1

学
学 （1  2  大  大学 5

大学  大学  の ）
5 00 1000 1 1 2

年数
の の 年数（1 1年  2 1年 年  年 5

年  5年 10年  5 10年 20年  20年 0年
 0年 ）

1 5 00 5 1000 1

の の （1 20  2 21 100  101
00  01 1000  5 1000  ）

15 00 5 1000 1 5

の
の の の

（1  2 ）
1 2 2 00 2 1000 0 8

数
の の 数

（1 0  2 1 2   5 ）
2 22 2 00 1 1000 1 2 0

別
（1  2  

  5 学   
 8  9  10 の の ）

0 00 8 1000 2 80

 
 

表 2 数の 数 
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 の の の  

 現在の でプロダクト・イノベーションの経験がない人（616 ）に対して 「あなたは 新

あるいは新サービスの の投入に関わりたいですか」という質問をし の結果を「 までにプロ

ダクト・イノベーションに関わった経験 数」とクロス分析した。 

 3 に示すように「 までの経験 数」によって いが見られた。経験 数 0 の 者では 「現

在の でも の でも関わりたくない」がもっとも く 51.7 （225 ）にも していた。 方

現 では 0 であるが以 に 以 の経験がある 者では 「現在の でも の でも関わり

たくない」は 26.5 であり 「現在の あるいは の で関わりたい」が 63.0 を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  の の の （ の 数 ） 

 

さらに「 」の自 を見ると 1 以 の経験者で「現在の で関わりたい」の は

「 りがいがある（ しい 面白い）」「現在の の 気が いから（ の とが ばりたい ）」

も示された。「 の で関わりたい」の は 「現在の では （ が整っていない うい

う部 ではない）」が示された。「現在の でも の でも関わりたくない」の は 「年 的に

（ ろ ろ ）」「 れた 面 」が示された。 

 方 経験 0 の 者の「現在の で関わりたい」の は 「 ってみたい（経験を みたい

を したい したい くらいは がけたい）」「 があり う チベーションが がる」

「ビジ ス 事の を たい」「事業の拡大 会 を発展さ たい（ き残り ）」が示さ

れた。「 の で関わりたい」の は 「 したい（ する）」「現在の では （関わら

て えない）」が示された。さらに 「現在の でも の でも関わりたくない」 は 「現状

がいい（現状に している）」「 がない（わからない 関心がない）」「大変 う（ しくなるか

ら 面 れる）」「 ういう立 ではない」「年 （定年が近い）」が られた。 

 以 より 現 でプロダクト・イノベーションの経験がない人であっても「 までに 1 」でも経験

がある人は のプロダクト・イノベーションに関わることをポジテ に えていることがわかっ

た。また まったく経験のない人でも「現在の で関わりたい」と した人では プロダクト・イ

ノベーションに関わることを「 人の成長」 「会 の成長」に がるものとして えていることが示

された。 

 

 開発の の の の  

の 場 の 場 の の （ ）の

開発の の ( ) の開発の の

の の 数 の の 数

の 数

数 開発の の  

 

 

 ンジ アがプロダクト・イノベーションに「関わりたい」あるいは「関わりたくない」と う心

を分析することは のイノベーション の増大に関連すると考えらえる。 の「発明者」に

いての調査[6]では 発明者の動機でもっとも大きかったのは「チ レンジングな技術 題を する
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こと自体の 」であり 「 的報 」などの経済的 因は さいことが報告されている。プロダク

ト・イノベーションのような事業化・ 化は ンジ アにとって「技術 題の 」とは異なる活

動であり 実施にあたって心 的な などがあるかもしれない。しかし「 的な経験」は 事の チ

ベーションに影響するという報告があり[7] ンジ アが 連の事業化・ 化に関わる経験を

でもすることで の事業化・ 化に関わり くなることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  の開発の の （ 数 ） 

 

 

 プロダクト・イノベーション（新 新サービスの の投入）に いて関わった経験のない

ンジ アは 1 以 経験がある ンジ アに比べて 「 新 新サービスの の投入 に関わる

こと」にあまりポジテ ではないことが示された。このことはプロダクト・イノベーションに関わる

経験の 要性を示 していると考えられる。 

したがって 日本においてプロダクト・イノベーションの を増 すためには 大学

の在学 などの い 期において 新 新サービスの の投入 に いての実 的な体験の機

会を与えることが必要であると考えらえる。 

 

 

 本調査は 人日本 学アカデミーの「 本的 ンジ ア ングの実 」部会において 公

人日産 の 成を けて実施しました。関係者の には いたします。 
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